
実施内容 評価 実績値
目標値の達
成率（％）

⑴
男女共同参画推進のた
めの広報・啓発

1
男女共同参画に関する
講演会等への参加人数

390人 500人

市民が、「男は仕事、女は家庭」に代表される固定的役割分担意
識が、社会の慣習、ライフスタイルの中に存在していることを認
識し、男女ともに個人として尊重され性別に関わりなく個性と能
力を発揮できる男女共同参画の必要性について理解を深め、意識
の醸成を図るきっかけを得ることができる講演会等を実施し、参
加者の増加を目指します。

男女共同参画セミナー　5回／参加人数254人
　市民対象　89人（7/22 47人　11/25 42人）
　放課後児童クラブ　165人（7/14 45人、8/2 42人、8/9 78人）
男女共同参画フォーラム（6/18）　184人
性の多様性講座　2回　70人
　市職員対象、2/13 64人、市民対象　2/18 6人
アンケートによる意見：家事分担に関する気づき、世界に比べ、日
本は遅れている、自分たちの意識から変わっていくことが大事、多
様性の時代にあった柔軟な対応、考え方が必要。

A 508 101.6 市民交流課 〇

⑵
男女共同参画の視点に
立った教育・学習の推
進

2
男女共同参画の視点に
立った職業講話を実施
する学校数

2校 年3校
小学校で、実際に職業に就いている方を講師とした講話をとおし
て、性別にとらわれず、将来の職業を自由に幅広く選択する意識
を育む授業を実施し、実施校の増加を目指します。

市内勤務の女性研究員、男性保育士、市内で洋菓子店を経営してい
る男性パティシエを招き、性別にとらわれない職業選択の講座を行
う
　令和5年6月　　　富士根南小6年　159人
　令和6年1月    　山宮小6年　24人
　令和6年2月    　芝富小6年　31人
アンケートによる意見：男女関係なく仕事をでき、一人一人にしっ
かり仕事がありいいなと思った。性別にとらわれず職業を選べるこ
との理解が深まった。  

A 3 100.0 市民交流課

2
政策・方針決定
過程への女性の
参画拡大

⑴
審議会等への女性の参
画拡大

1
審議会等の委員に占め
る女性の割合

26.90% 30%

・各審議会の担当課において、男女の均衡がとれた委員の選出に
配慮します。
・団体等へ委員の推薦を依頼する際は、団体の長に限らず女性を
含む適任者の推薦を働きかけ、審議会委員全体に占める女性の割
合の増加を目指します。

令和6年4月1日時点の審議会等の数75、委員総数1,063名中、女性委
員327名で比率は30.8％であった。令和5年10月時点と比較し、男性
委員7人増、女性委員9人増となり、比率は0.4％上昇した。

A 30.8 101.3 関係各課 〇

3
地域における男
女共同参画の推
進

⑵
男女共同参画の視点に
立った防災活動の推進

1
防災訓練参加者に占め
る女性の割合

42.8% 45%

災害時には、性別に関わりなく個の能力を集結し、諸問題への対
応が必要となる。このため、防災訓練への参加による経験が大切
であるが、現状では参加する女性の割合いが低い。市民に対し
て、広報ふじのみや、ホームページ、同報無線、出前講座等によ
り防災訓練への参加を促すための情報発信を行うとともに、自主
防災会の役員に対して、避難所運営連絡会、災害時地域リーダー
研修会等の席上で、男女ともに参加しやすい防災訓練の実施をし
ていただくように啓発を図り、防災訓練参加者総数に占める女性
の割合の増加を目指します。

避難所運営連絡会で、避難所における女性視点の重要性を説き、防
災訓練への女性の参加を呼びかけた。
防災訓練については、参加者総数25,351人のうち女性は9,375人であ
り、女性参加率は37.0％であった。

A 37.0% 82.2 危機管理局

⑴
男性中心型の働き方の
変革によるワーク・ラ
イフ・バランスの推進

⑶
仕事と育児・介護の両
立への支援

⑴ 子育てへの支援 1
教育・保育の認可施設
における利用定員

4,747人 4,730人

子どもを生み育てる世代の男女が仕事と子育ての両立を実現でき
るように、保育・教育施設(保育園、認定こども園、小規模保育
事業、幼稚園）をニーズを踏まえて配備し、定員の適正管理を行
います。

施設の整備状況としては令和4年の時点で達成しましたが、出生数の
減少により、特に幼稚園で定員に達していない状況です。昨年度よ
り実績値、達成率共に下がりましたが、待機児童の発生はしており
ません。

A 4,226 89.3 保育支援課 〇

⑶
男性の子育て・介護へ
の参画促進

2
積極的に育児をしてい
る父親の割合

67.8% 69%

母子健康手帳（両親でともに記録する仕様になっている）の交
付、もうすぐパパママ学級（妊婦体験や沐浴練習など）での体験
学習や交流、乳児家庭全戸訪問（両親で協力して子育てすること
などを助言する）等の事業において、両親でともに子育てを担う
こと、男性の子育てへの参画を促進し、積極的に育児をしている
父親の割合の増加を目指します。

国が示した「健やか親子21」より、育児に参加する父親の割合・目
標を参考に目標値を設定。4か月児健診の問診項目「お子さんのお父
さんは育児をしていますか」で「よくやっている」と回答した数を
実績値とし、「時々育児している」者と、父親が育児していると
思っていても記入者（主に母親）がよくやっていると評価しなけれ
ば含まず。母子手帳交付、パパママ学級、乳児家庭全戸訪問等の事
業において、両親でともに子育てすることの大切さを話し、乳幼児
期に評価している。

A 74.7% 108.3 健康増進課 〇

子宮頸がん検診受診率 20.9% 22%
子宮頸がんの早期発見・早期治療のため、がん検診について、広
報やホームページ、地方紙、健康講座や街頭キャンペーンなどで
啓発を行い、子宮頸がん検診の受診率増加を目指します。

広報、ホームページへの掲載、SNS投稿、医療機関やドラッグストア
等でポスターの掲示を行った。郵便局、健診などでチラシを配布し
周知。無料クーポンを対象者に配布した。30～50代の奇数年齢の人
に個別にＱＲコード付きのハガキを送り受診勧奨をした。

A 20.7% 94.1 健康増進課

乳がん検診受診率 19.7% 22%
乳がんの早期発見・早期治療のため、がん検診について、広報や
ホームページ、地方紙、健康講座や街頭キャンペーンなどで啓発
を行い、乳がん検診の受診率増加を目指します。

広報、ホームページ、ポスター掲示に加え、保育園・幼稚園、健診
などでチラシを配布し周知した。電子申請による予約を行い、チラ
シにはＱＲコードをつけて周知した。無料クーポンを対象者に配布
した。40～50代の奇数年齢と節目年齢の人に個別にＱＲコード付き
ハガキを送り受診勧奨をした。

A 22.0% 100.0 健康増進課

【新設】
男性の肺がん検診受診
率

40.1% 40%台維持

肺がんの早期発見・早期治療のため、がん検診（胸部検診）につ
いて広報やホームページ、健康講座等で肺がんについて知識の啓
発や検診の受診方法を周知し、肺がん検診の受診率の向上を目指
します。(受診実績男性５，８０５人　女性８，７２１人）

広報、ホームページへの掲載、ポスター掲示、個人通知はがきによ
り周知した。 A 37.5% 93.7 健康増進課

7
女性に対する暴
力の根絶

⑴
ＤＶ（配偶者等からの
暴力）のない地域づく
りの推進

1
デートＤＶ講座を実施
する学校数

5校 年4校

中学校で、ＤＶ（デートＤＶを含む）について基礎的な知識を学
び理解を深め、ＤＶ（デートＤＶを含む）の加害者にも被害者に
もならないように意識啓発を図る授業を実施し、実施校の増加を
目指します。

市内4中学校にて人権教育講座（デートＤＶ講座）を実施した。
1,667名の生徒の聴講があった。ＤＶに関する基本的な知識を身に着
け、加害・被害の防止等意識啓発に努めた。
アンケートを実施し、下記のとおり理解を深めた。
令和5年 6月　第二中     248人　理解できた98.6％
令和5年 6月　富士根南中 554人　理解できた93.2％
令和5年 7月　大富士中　 398人　理解できた95.2％
令和5年10月　第四中　　 467人　理解できた96.6％

Ａ 4 100.0 市民交流課

第３次男女共同参画プラン　後期実施計画  令和5年度事業実施状況一覧

指標に対する達成状況

実施状況（R6.4.1時点）

【評価（自己評価）】
Ｓ：男女共同参画の視点を持ち計画（想定）以上の成果を上げることができた
Ａ：男女共同参画の視点を持ち概ね取り組むことができた
Ｂ：男女共同参画の視点が弱く一部取り組むことができなかった、一層の取組が必要
Ｃ：取組を実施しなかった（未実施）、積極的な取組が必要
－：該当ケースがなかった（該当なし）

女
性
活
躍
推
進
法
関
連
施
策

基本的施策 施策の方向 指標
現状値
（R1）

目標値
（R7）

取組内容（R３～R７） 担当課

1
男女共同参画に
ついての理解の
促進

4

就労の場におけ
る男女平等と
ワーク・ライ
フ・バランスの
推進

1
「男女共同参画社会づ
くり宣言」（県事業）
の宣言事業所・団体数

22件 27件

関係機関と協力し、ホームページやチラシによる情報提供、事業
所訪問などにより、ワーク・ライフ・バランス実現の推進や仕事
と育児・介護の両立への支援を図る環境の整備について啓発を図
り、男女共同参画社会づくり宣言（県事業）の宣言事業所・団体
数の増加を目指します。

男女共同参画社会づくり宣言（県事業）の宣言事業所・団体数を増
やすことができなかった。 B 23 85.2 

市民交流課　
商工振興課 〇

5
男女がともに担
う子育てと介護
への支援

6
性に関する理解
促進と男女の健
康支援

⑵
性差やライフステージ
に応じた健康支援

1

資料１

1


